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助産師が産後２週間健診時に初めて子育てをする母親に
メンタルヘルス支援が必要であると判断する手がかり

芦　田　幸　穂１），葉　久　真　理２），森　内　洋　美３）

１）元徳島大学大学院保健科学研究科助産実践コース学生
 ２）徳島大学大学院
 ３）徳島大学病院

抄　録　目的：助産師が産後２週間の健康診査（以下産後２週間健診とする）実施時に，初めて子育て
をする母親にメンタルヘルス支援が必要であると判断する手がかりについて明らかにする．
方法：産後２週間健診を担当する助産師を対象に，半構造化面接調査を実施し，質的記述的に分析した．
結果：研究参加者は，13名であった．産後２週間健診を担当する助産師が，初めて出産した母親にメン
タルヘルス支援が必要であると判断する手がかりは，【いつもと違う身なり】，【荷物の整理や準備状況】，
【母親の表情と発話傾向】，【サポート授受関係】，【子どもへの気持ちの向け方】であった．
結論：助産師は，産後２週間健診実施時に，エジンバラ産後うつ病質問票（EPDS）を用いて母親のメ
ンタルヘルスをアセスメントしているが，この EPDSの結果と共に，母親が健診に入って来た時から，
いつもと違う身なりや，付き添いの状況を観察し，会話や子どもへの対応を通してメンタルヘルス支援
の必要性を探っていた．これら手がかりは，妊娠期から分娩・産褥期と切れ目ない支援による対象理解
を通して，メンタルヘルス支援の必要性の的確な判断に結びつくものと思われ，助産師主導の継続ケア
の更なる推進が望まれる．

　キーワード：助産師，産後２週間健診，メンタルヘルス支援，手がかり，質的研究
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Ⅰ．はじめに

　我が国では，核家族化や共働き家庭の増加，地域コミュ
ニティの希薄化により，家庭や地域の子育て力が低下し
ている１）と言われて久しい．この状況下において，少子
化は急速に進み，産後うつ２，３）や児童虐待相談対応件数
の増加４）など，子育てに夢を持てない状況がみられてい
る．これら課題解決に向けて政府は，母子保健法や児童
福祉法，育児・介護休業法など法を改正し，子育て支援
を中心とする様々な少子化対策を講じてきた５）．
　中でも産後のうつは，女性にも男性にも認められ，子

どもが生まれてから１年以内に精神面での不調を訴える
者が多く存在している６，７）．産後の女性がうつであるこ
とは，父親となった男性のうつの要因となる８）ことや，
子どもの発達にも影響９）することから，産後の初期段階
における支援の強化が重要となる．産後の初期段階にお
ける支援では，産後２週間での健康診査（以下産後２週
間健診とする）が母親のメンタルヘルス支援にとって重
要であることが示され 10），産後うつ予防や新生児への虐
待の予防等を図る観点から，産後２週間，産後１か月な
ど出産後間もない時期の産婦を対象に健診費用を助成す
る産婦健康診査事業が展開されている 11）．特に産後２週
間健診は，妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル 12）が
示され，全ての褥婦を対象としてエジンバラ産後うつ病
質問票（Edinburgh Postnatal Depression Scale：以下
EPDSとする）を実施している自治体数は，86．3％と増
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を対象とした．調査施設では，産後２週間健診を週２～
３回行っていて，一人の助産師が年間30～45名の健診を
担当している．産後２週間健診を担当する助産師は，ア
ドバンス助産師を中心に，助産師外来や院内助産も担当
している．これらの助産師は，病院を離れて子どものい
る生活を開始した女性を，継続ケアを通して得られた視
点から見ることによるその変化からの気づきや，病院と
いう場を離れた女性のこれまでとは異なる新たな視点か
らの気づきを持っているのではないかと思われる．よっ
て，産後２週間健診の経験が１年以上あれば，本研究の
知見が得られると考え，広く候補者を募った．なお，候
補者の選定は，共同研究者である病棟看護師長が行った．

３．データ収集期間
　データ収集期間は，2022年６月から2022年10月までの
５か月間である．

４．データ収集方法と分析方法
１）データ収集方法
　研究の同意が得られた者に対して，インタビューガイ
ドを用いて半構造化面接調査を行った．面接では，「産
後２週間健診の場において，この人は何か悩みや困りご
とがあるのではないか，メンタルヘルス支援が必要では
ないかと感じたことはありますか」という問いかけから
始まり，自由に語っていただく中で，「どのようなこと
からこの人にメンタルヘルス支援が必要だと気づいたの
でしょうか，その手がかりとなるものについて具体的に
お聞かせください」という問いかけから，産後２週間健
診時に，初めて出産した母親にメンタルヘルス支援が必
要であると判断する手がかりを捉えた．
　インタビューは，対象者のプライバシーの守られる個
室で，１人につき１回，約30～60分間実施した．インタ
ビュー内容は，承諾を得て ICレコーダーに録音した．
２）分析方法
　分析は以下の手順で実施した．まず，ICレコーダー
の録音データをもとに一例ごとに逐語録を作成した．次
に，データの中から，来院した母親にメンタルヘルス支
援が必要であると判断する手がかりに焦点をあて，語り
の意味内容を損なわれないよう，参加者の表現を残した
ままの文章として語りを抽出し，意味内容の類似した手
がかりをサブカテゴリーとした．さらにサブカテゴリー
を統合し最終的にカテゴリーとして集約した．カテゴ
リー化にあたっては，抽象度を上げすぎないよう留意し，

加傾向にある 13）．また，妊産婦のメンタルヘルスに対応
するため，都道府県の拠点病院を中核とし，地域の精神
科医療機関等と，精神保健福祉センター，保健所，市町村，
産婦健診・産後ケア事業等の母子保健事業の実施機関が
連携するためのネットワーク体制の構築を図る妊産婦の
メンタルヘルスに関するネットワーク構築事業 14）が打
ち出され，メンタルヘルスの課題対応に向けた取り組み
が構築されてきている．
　助産師は，妊娠期の健康診査から分娩・産褥期のケア
を経て産後の健診に至るまで，継続ケアを行っている．
助産師主導の継続ケアは推奨されており，必要性に応じ
て速やかに医師と協働できるケア体制の整備の必要性に
ついて助産ガイドラインにも明記されている15）．産後２
週間健診は，助産師主導の継続ケアとして実施されてい
て，助産師のアセスメントから医療的介入が必要と判断
した場合には，産科や精神科，福祉，市町村などと連携し，
迅速かつ適切な対応が必要となる16）．この状況において，
妊産婦のメンタルヘルスの課題を早期に発見するために
は，健診に関わる助産師の気づきが重要となる．特にメ
ンタルヘルスのハイリスク者割合は，経産婦に比して初
産婦が高く，産後数日から２週間にかけてその割合が上
昇している17）ことからも，初産婦に対してより丁寧な健
診が望まれる．以上のことから，助産師による産後２週
間健診では，産後のメンタルヘルスの不調を早期に発見
し，適切な支援を提供することで家族の調和がはかられ，
子どもの健やかな成長につながることが期待される．
　そこで本研究では，産後２週間健診を担当する助産師
が，母親にメンタルヘルス支援が必要であると判断する
手がかりを明らかにする．本研究結果は，健診経験年数
が少ない助産師や初学者にとっては，メンタルヘルスア
セスメントの一つの視点として活用でき，今後その有用
性を検証していくことで，初めて子育てをする母親への
適切な支援を検討するための一助になると考える．

Ⅱ．研究方法

１．研究デザイン
　研究デザインは，質的記述的研究である．

２．研究参加者
　研究参加者は，地方都市にある周産期母子医療セン
ターに勤務する助産師で，助産師としての臨床経験年数
が10年以上で，産後２週間健診担当年数が１年以上の者
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産後２週間健診展開場面に沿って記述した．
　分析結果については，質的研究経験者２名のスーパー
ビジョンを受け，分析の質を担保するよう努めた．また，
分析後メンバーチェッキングを行い，結果の妥当性を確
認した．

５．倫理的配慮
　共同研究者である病棟看護師長から選定された候補者
に，文書および口頭で，研究の目的と方法，研究協力の
自由意思と途中辞退および研究参加同意後の撤回の自由
の保障と，参加拒否や中断した際にも一切不利益はない
こと，個人情報保護，匿名性の保証，研究の公表方法に
ついて説明し，同意書への署名をもって同意を得た．な
お本研究は，徳島大学病院生命科学・医学系研究倫理審
査委員会の承認（No．4169）並びに当該施設の病院長の
研究実施許可を得て実施した．

６．用語の定義
　本研究において手がかりとは，気づき，いとぐち，きっ
かけになるものと定義した．
　メンタルヘルス支援とは，産後２週間健診の場におい

て精神科受診等の必要性に関する連携支援や，悲しい憂
鬱などの感情的側面に対する支援及びその要因に関わる
支援とした．

Ⅲ．結果

１．研究参加者の概要
　参加者は13名で，年齢は42．1（SD 3．5）歳であり，
助産師経験年数は14．2（SD 2．3）年であった．産後２
週間健診経験年数は，4．7（SD 0．7）年であった．

２．�助産師が産後２週間健診時に初めて出産した母親に
メンタルヘルス支援が必要であると判断する手がか
り

　助産師が産後２週間健診時に初めて出産した母親にメ
ンタルヘルス支援が必要であると判断する手がかりは，
97の語りから，20のサブカテゴリーと５つのカテゴリー
が抽出された（表１）．
　結果の記述にあたり，カテゴリーを【　】，サブカテ
ゴリーを≪　≫，語りを「斜字」で示す．

表１　助産師が産後２週間健診時に初めて子育てをする母親にメンタルヘルス支援が必要であると判断する手がかり

カテゴリー サブカテゴリー

いつもと違う身なり
化粧をしていない様子
整っていない身なり

荷物の整理や準備状況
整理されていない荷物
外出に必要な荷物の準備状況

母親の表情と発話傾向

笑顔の乏しい暗い表情
合わない目線
涙
テンションの低い声
聞いたことにしか答えない少ない口数
深堀りを拒否する返事の仕方
自分を責める傾向
真面目に頑張りすぎている状況

サポート授受関係
付き添いなく健診に来ている様子
サポート認知の状況

子どもへの気持ちの向け方

育児ノートの記録の仕方
子どもに関する質問の量
笑顔を向ける余裕の無いお世話
丁寧さに欠けるお世話
子どもに対する否定的な発言
自分を優先する様子
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１）【いつもと違う身なり】
　このカテゴリーは，２つのサブカテゴリーによって構
成された．助産師は「妊娠中はお化粧とか身なりを綺麗
にしていた人が，２週間健診にすっぴんで来たり，身な
りがいつもと違っていたら疲れているのかなって思いま
す．（B）」と，≪化粧をしていない様子≫，≪整ってい
ない身なり≫という【いつもと違う身なり】を手がかり
にメンタルヘルス支援の必要性を探っていた．
　助産師は，「２週間健診は久々のお出かけなので，ほ
とんどの人がお化粧をしてきますが，お化粧をしてきて
ないのを見ると，余裕がないのかなって感じます．（B）」
と，≪化粧をしていない様子≫や「身なりがきちんとで
きているか，個人差もあるだろうけど，綺麗か清潔なの
かとか，それなりに身なりが整っているかは観察します
ね．メンタルに問題を抱えている人は，服装に気を遣う
余裕もないです．（E）」，「メンタル面で支援が必要だと
思った方は，お母さんの服が汚れていましたね．（J）」と，
≪整っていない身なり≫を手がかりとしていた .

２）【荷物の整理や準備状況】
　このカテゴリーは，２つのサブカテゴリーによって構
成された．助産師は，≪整理されていない荷物≫，≪外
出に必要な荷物の準備状況≫という，【荷物の整理や準
備状況】を手がかりにメンタルヘルス支援の必要性を
探っていた．
　助産師は，「荷物がごちゃごちゃに詰め込まれていた
りすると，性格的な面もあるけど，この状況でちゃんと
家事や育児ができているか，荷物の中身とか整理の仕方
などを見ています．（D）」と≪整理されていない荷物≫や，
「初めて出かけるのはだいたい２週間健診なので，外出
に何がどれくらい必要なのかが予測がつかなかったのか，
急いで来たのか，考える余裕がないのか，話をする中で 
探っていきます．（I）」，「２週間健診は初めての外出なの 
で健診に持ってきてる荷物を見ます．必要なグッズが
持ってこれていない人は，表情や発言を聞いて，うっか
りさんなのか，精神的に落ち込んでてそれどころじゃな 
いのか確認します．逆にあらゆることを想定して大きな 
荷物を持って来ている人もいて，神経質で不安が強く，出 
かけるのが大変で疲れないかなと心配します．（M）」と
≪外出に必要な荷物の準備状況≫を手がかりとしていた．

３）【母親の表情と発話傾向】
　このカテゴリーは，８つのサブカテゴリーによって構

成された．助産師は，≪笑顔の乏しい暗い表情≫，≪合
わない目線≫，≪涙≫，≪テンションの低い声≫，≪聞
いたことにしか答えない少ない口数≫，≪深堀りを拒否
する返事の仕方≫，≪自分を責める傾向≫，≪真面目に 
頑張りすぎている状況≫という，【母親の表情と発話傾向】 
を手がかりにメンタルヘルス支援の必要性を探っていた．
　助産師は，「精神的につらい人はうつむき気味で，ど
んよりしてますよね．猫背で目も下向き気味だし，表
情が暗いから大丈夫なのかなって思います．（M）」，「健
診時に挨拶した時の反応が暗いか明るいかをまず見てい
ますね．表情が暗かったり，笑わなかったりすること
があると大丈夫かなって思いますね．（L）」という≪笑
顔の乏しい暗い表情≫や，「視線が合いづらいのは気に
なります．（E）」という，≪合わない目線≫，「話す度
に涙が出てきたりすると支援が必要なのかなと感じます．
（L）」,「入院中は，精神的につらいような様子はなかっ
たけれど，産後２週間健診で話すうちに涙が出てきたり，
泣き出したら明らかに支援が必要ですね．（A）」という
≪涙≫を手がかりにしていた．
　また助産師は，「自分の気持ちが苦しくて，赤ちゃん
にまで関心が向いていない場合には，声のトーンが低
かったりしますね．（H）」という≪テンションの低い声≫，
「言葉数が少なく，聞いたことしか答えない人はメンタ
ルが疲れているのかなと感じます．（E）」，「入院中から
気になっていた人で，口数が少なく，質問に対して “はい，
いいえ” でしか答えません．（A）」という≪聞いたこと
にしか答えない少ない口数≫，「状況を尋ねても，“大丈
夫です．何も変わりないです”と淡々としていて，関わっ
て欲しくないっていう気持ちの表れなのか話が膨らみま
せん．（A）」という≪深堀りを拒否する返事の仕方≫を
手がかりとしていた．
　さらに助産師は，「赤ちゃんが泣いて，おっぱいに吸
いつくまでに時間がかかるのはみんな同じですが，お
母さん自身の捉え方が “ずっと泣いててどうしたらいい
のか分からずに，私が悪い” みたいに感じてる人もいて，
そういう人はたとえすべてがうまくいってても，気持
ち的には苦しいので大丈夫かなって思います．（K）」と，
≪自分を責める傾向≫や，「“寝れてないんです” って言
う人には，本当に眠れていないのか，“しないといけない”
みたいな感じで寝ないで頑張りすぎているのか，いろい
ろな状況があるので確認します．（I）」,「性格的にすご
く真面目で，ちょっとしたことが気になって，それが不
安をあおっているようなときには，もう一度外来来ても
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らおうっていう判断をすることがあります．（K）」，「神
経質な人，真面目なお母さんは頑張りすぎたり，きっち
りこうでないとだめって思うから，それがうまくいか
なかったときに，精神的にちょっとくずれてきますね．
（C）」，「心配性というか不安で，助産師に聞いてからで
ないとできなくて，その通りにしないと気が済まない人
や，自分の中で正解があって，その正解のとおりにやり
たいという感じの人は気をつけます．（G）」という≪真 
面目に頑張りすぎている状況≫を手がかりとしていた．

４）【サポート授受関係】
　このカテゴリーは，２つのサブカテゴリーによって構
成された．助産師は，≪付き添いなく健診に来ている様
子≫，≪サポート認知の状況≫という，【サポート授受
関係】を手がかりにメンタルヘルス支援の必要性を探っ
ていた．
　助産師は，「健診に一人で来てるのか，誰かと来てい
るのかを確認します．経産婦さんだったら慣れた感じで
一人で来る人もいますが，初産婦さんが一人で来ている
のは，どうしたのかサポートを含めた環境を確認しま
す．（K）」という≪付き添いなく健診に来ている様子≫
や，「“手伝ってくれてはいるけど” と返事が返ってくる
人は，サポートをしてくれる人はいるけど，自分が求め
てるほどのサポートが得られてないんじゃないかと思い
ます．（D）」，「こんなに頑張ってるのにと訴えてくるのは，
自分が頑張っていることを認めてもらえてなくて，その
人の気持ちが満たされてないんですよね．毎日が大変だ，
しんどいって気持ちを受け止めてもらう人がいないのか，
こんなに頑張ってしてるのに，それを評価してもらえて
いないっていう状況なのかですね．（H）」，「夫や親と会
話しているかどうか，どれくらい手伝ってくれているか，
理解してくれているかを確認します．手伝ってくれなく
ても，こんなにしんどいという大変さをわかってくれて
いたら，まだ頑張れるかなと思います．それを理解して
くれない夫の言動や，母親との関係がしんどいこともあ
ります．（E）」と，≪サポート認知の状況≫を手がかり
としていた．

５）【子どもへの気持ちの向け方】
　このカテゴリーは，６つのサブカテゴリーによって
構成された．助産師は，≪育児ノートの記録の仕方≫， 
≪子どもに関する質問の量≫，≪笑顔を向ける余裕の無
いお世話≫，≪丁寧ではないお世話≫，≪子どもに対す

るマイナスな発言≫，≪自分を優先する様子≫という，
【子どもへの気持ちの向け方】を手がかりにメンタルヘ
ルス支援の必要性を探っていた．
　助産師は，「育児ノートに詳しく書きすぎてる人は，
気持ちがキツキツになったりしていないのかな，大丈夫
かなって思います．（G）」と，≪育児ノートの記録の仕
方≫や，「たくさん質問をする人が多い中，質問がない
人がいたら，質問がない理由を探ります．子どものお世
話をした経験やサポートが充実していればいいのですが，
自分の気持ちが苦しくて，赤ちゃんにまで関心が向けら
れない場合もあります．（H）」,「妊娠中から不安が強い
人では，すごく先のことを考えすぎてる人がいて，考え
すぎて沼にはまってるような感じで，あまり不安の内容
が多い場合は心配ですね．（D）」と≪子どもに関する質
問の量≫を手がかりとしていた．
　また助産師は，「初産婦さんだったら，ほとんどの人
が赤ちゃんをあやしきれてなかったり，いっぱいいっぱ
いなんだけど，かわいがる余裕がなく笑顔のない人は，
その社会的背景も気になります．（C）」と，≪笑顔を向
ける余裕の無いお世話≫や，「赤ちゃんを抱き上げると
きの丁寧さや，げっぷのさせ方が荒々しかったり強くな
いかなというところから赤ちゃんのことを可愛く思えて
いるか，心が疲れていないか見ています．（G）」，「声掛
けの仕方，抱っこの仕方，おっぱいをあげたりおむつを
替えたりしている時の丁寧さを気をつけて見るようにし
ています .（B）」と，≪丁寧さに欠けるお世話≫，「“ずっ
と泣いてうるさい”というような発言をするのか，“よく
泣くんですよ．でも元気ってことですよね” とプラスに
捉えているか，そこに愛情があるのか，イライラしてい
るのかを語りで見ています．（E）」と，≪子どもに対す
る否定的な表現≫を手がかりとしていた．
　そして助産師は，「初めてだから母乳で頑張りたいっ
てことにこだわりすぎてて，その結果，赤ちゃんの体重
が増えていないことがあります．赤ちゃんのためではな
くて，自分の気持ち，願望的なところを優先してしまっ
ていることがあり，一生懸命さが苦しくなってないかな，
疲れになってないかなと確認します．（L）」と，≪自分
を優先する様子≫を手がかりとしていた．

Ⅳ．考察

　母親の心理状況と対児感情の把握を目的とする産後２
週間健診では，妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル
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に基づき，産後うつ病をスクリーニングする EPDSや，
赤ちゃんへの気持ち質問票などが活用されている．助産
師外来や院内助産，産後入院から母乳外来や産後２週間
健診と，妊娠期から産褥期まで継続的なケアを行ってい
る助産師は，EPDS等の回答結果と共に，母親にメンタ
ルヘルス支援が必要であると判断する手がかりをいくつ
も持っていた．
　産後２週間健診を担当する助産師は，母親が健診に
入って来た時から【いつもと違う身なり】に気づき，持っ
て来ている【荷物の整理や準備状況】を見て，生活時間
に余裕がないのか，気持ちに余裕がないのか，メンタル
ヘルスの不調によるものなのかと推察しながら母親と対
話する中で，【母親の表情と発話傾向】や【サポート授
受関係】を確認し，【子どもへの気持ちの向け方】を観
察するということを手がかりに，母親のメンタルヘルス
を探り，支援の必要性を総合的に判断していた .

１．来院時の様子からメンタルヘルスの不調を予測
　助産師は，健診に訪れた母親を一目見て，≪化粧をし
ていない様子≫，≪整っていない身なり≫という【いつ
もと違う身なり】や，≪整理されていない荷物≫，≪外
出に必要な荷物の準備状況≫という【荷物の整理や準備
状況】を手がかりに，メンタルヘルスの不調を予測して
いた．
　服装や持ち物は個人の自由でその人の個性でもある． 
しかし，産後２週間健診の場において助産師は，「メン
タルに問題を抱えている人は，服装に気を遣う余裕もな
いです」，「メンタル面で支援が必要だと思った方は，お
母さんの服が汚れていましたね」と，個性とは言えない
状況を見ていた．助産師は，「妊娠中はお化粧とか身な
りを綺麗にしていた人」が，「いつもと違っていた」と，
女性が妊婦から産婦，そして母親へと役割が変化してい
く過程に継続的に関わる中で，これまでとは違う様子を
身なりから感じ取っていた．うつ病等による休職者の休
職前にみられた行動への影響には，食事のばらつき・生
活全般がおっくう・入浴を３，４日しない・室内が片付
かなくなる・服装はどうでもよくなる18）ことが報告され
ている．さらに助産師は，母親の持ち物を見て，「急い
で来たのか，考える余裕がないのか，話をする中で探っ
ていきます」と，母親が健診の部屋に入るところからメ
ンタルヘルスのアセスメントを始めていた．
　助産師は，EPDSの得点と，健診時の≪笑顔の乏しい
暗い表情≫，≪合わない目線≫，≪涙≫，≪テンショ

ンの低い声≫，≪聞いたことにしか答えない少ない口 
数≫，≪深堀りを拒否する返事の仕方≫，≪自分を責め
る傾向≫，≪真面目に頑張りすぎている状況≫という手
がかりから，母親の疲労度や心身の不調を予測しメンタ
ルヘルス支援の必要性を探っていた．西村らの看護者が
感じる気がかりな妊婦の概念導出19）において，看護者が
見出した気がかりな項目に，本サブカテゴリーとして抽
出された項目が含まれている．しかし，本調査では，助
産師が関わる対象が母親であることから，≪真面目に頑
張りすぎている状況≫が抽出された．我々は，小さい頃
から，真面目に頑張ることを教えられてきた．しかし，
産後は，夜間授乳など母親がまとまった睡眠時間を確保
することは難しく，昼夜なく頑張る状況は，身体的疲労
のみならず睡眠不足から不安や抑うつが強まるというメ
ンタルヘルスの不調に繋がる20，21）．さらにメンタルヘル
スの不調が不眠や過眠という睡眠障害をきたすという相
互性が見られることから，真面目に頑張ることは注意す
べき状況である．助産師は，「寝れない」という状況が，
「“自分がしないといけない”みたいな感じで寝ないで頑
張りすぎている」のか，「性格的にすごく真面目で，ちょっ
としたことが気になって，それが不安をあおっている」
状況なのかなど，対話を通してメンタルヘルス支援の必
要性を探っていた．また助産師は，≪真面目に頑張りす
ぎている状況≫は，「神経質な人，真面目なお母さんは
頑張りすぎたり，きっちりこうでないとだめ」，「心配性
というか不安で，助産師に聞いてからでないとできなく
て，その通りにしないと気が済まない」という神経質や
完璧主義などの側面から母親の性格傾向を見ていた．性
格特性である神経症傾向と産後うつ病との関連性22）が報
告されていることからも，【母親の表情と発話傾向】は，
母親のメンタルヘルスが反映されたものと思われる．

２．サポート授受関係からメンタルヘルスの不調を予測
　助産師は，≪付き添いなく健診に来ている様子≫≪サ
ポート認知の状況≫という【サポート授受関係】を手が
かりに，メンタルヘルスの不調を予測していた．
　助産師は，産後２週間健診には，自分で車を運転する
ことは控えてほしいこと，来院に伴う諸手続き等もある
ため，家族などと一緒のほうが良いことを説明している
なかで，「初産婦さんが一人で来ている」ことから，サポー
ト状況を確認していた．また，初めて出産した母親の中
には妊娠中に思い描いていた子育てと退院してからの実
際の子育てとのギャップを感じている人もいて，助産師
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は物理的サポートだけでなく，この気持ちを家族が受け
止め，精神的サポートが得られているかという≪サポー
ト認知の状況≫をアセスメントしていた．心理的ウェル
ビーイングが低い人はサポートを受けていてもそれに対
する好意的な語りは見られない23）ことから，母親のメン
タル状態と≪サポート認知の状況≫は関連する．助産
師は，「サポートしてくれる人はいるけど，自分が求め
ているほどのサポートが得られていないんじゃないか」，
「自分のことを評価してくれる人，しんどいって気持ち
を受け止めてもらえる人がいないのか」と，母親との会
話からメンタルヘルスの不調を予測していた．サポート
パーソンである夫との関係は，産後うつの影響要因であ
り24），実母と娘との関係性がサポートの質に影響を及ぼ
し，実母からのサポートがストレスにもなる25，26）ことから，
【サポート授受関係】のアセスメントは重要である．

３．�子どもへの気持ちの向け方からメンタルヘルスの不
調を予測

　助産師は，健診時の≪育児ノートの記録の仕方≫， 
≪子どもに関する質問の質≫，≪笑顔を向ける余裕の無
いお世話≫，≪丁寧さに欠けるお世話≫，≪子どもに対
する否定的な表現≫，≪自分を優先する様子≫という【子
どもへの気持ちの向け方】を手がかりに，メンタルヘル
スの不調を予測していた．
　助産師は，「初めての子育てでは育児に必死になって，
児を可愛がる余裕がないのではないか」，「自分の気持ち
が苦しくて赤ちゃんにまで関心が向いていないのか」と
心の余裕のなさを感じとり，「声掛けの仕方，抱っこの
仕方，おっぱいをあげたりおむつを替えたりしている時
の丁寧さを気をつけて見ています」と，児への愛着や母
親の感情と子育て力を観察していた．
　母親の多くは，我が子に対して意識することなく笑顔
を向け，マザリーズによる語りかけを行っている．マザ
リーズとは，母親が赤ちゃんに話しかける際に，声が高く，
ゆっくりになることを言う．マザリーズの表出は，精神
的な要素が大きく影響していると考えられ，母親の心身
の健康がマザリーズを支えているともいえる27）ことから，
【子どもへの気持ちの向け方】は，母親のメンタルヘル
スが反映されたものと思われる．

４． 助産師が初めて出産した母親にメンタルヘルス支援
が必要であると判断する手がかりの特徴

　メンタルヘルスの不調は，様々な要因が複合している

うえに，睡眠不足がメンタルヘルスに影響し，メンタル
ヘルスの不調が睡眠に影響を及ぼすというように，要因
とメンタルヘルスは双方向の関連がみられる．産後２週
間健診を担当する助産師は，今，目の前にいる母親の様
子は，生活時間に余裕がないのか，気持ちに余裕がな
いのか，メンタルヘルスの不調によるものなのかを，い
くつもの手がかりを用いて，支援の緊急性や，健診後の
継続支援の必要性を判断していた．産後２週間健診で
は，EPDSなどを用いたスクリーニングが推奨されてお
り，妊産婦メンタルヘルスケアマニュアルには，各項目
１点以上がついた質問項目について詳細に聞き取りを行
い，母親の抱えている問題点を明らかにするとしている．
助産師からは，EPDS等による調査からの聞き取りだけ
でなく，母親の姿や様子という，メンタルヘルス支援の
必要性を判断するより具体的な手がかりが語られた．限
られた健診時間の中で，メンタルヘルス支援の必要性を
判断するには，EPDSのみでなく助産師が語った手がか
りを用いることで，メンタルヘルス支援の必要性を早期
に判断することにつながるものと考える．出産を終えて
母親となった女性が，どのように妊娠期を過ごし，どの
ような出産をし，産褥入院を経て，どのような心持ちで
家族の元に帰って行ったのかを助産師は知っている．助
産師は，「妊娠中はお化粧とか身なりを綺麗にしていた
人」，「妊娠中から不安が強くて」，「入院中から気になっ
ていた人」，「入院中は，精神的につらいような様子はな
かった」と，個々の母親を理解していて，産後２週間健
診で対面した際にこれまでの様子との違いを感じとって
いた．対象理解はケアの基本である．助産師は，妊婦か
ら産婦・褥婦，そして母親へと短期間のうちに役割が大
きく変化する対象の理解に努めている．これら手がかり
は，妊娠期から分娩・産褥期と切れ目ない支援により，
メンタルヘルス支援の必要性の的確な判断に結びつくも
のと思われ，助産師主導の継続ケアの更なる推進が望ま
れる．

Ⅴ．研究の限界と今後の課題

　本結果は，助産師の経験から得られた手がかりであり，
抽出された手がかりによって，メンタルヘルス支援が必
要な人の早期発見につながっているのかの確証は調査で
きていない．
　今後は，手がかりからどのようにメンタルヘルスを探
り，どのような推論過程を経て支援の必要性を判断して
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いるのかを調査することで，産後２週間健診において，
メンタルヘルス支援が必要な女性を早期に発見するため
の助産師の健診方法の確立につながることが期待できる．

結論

　助産師は産後２週間健診時，エジンバラ産後うつ病質
問票（EPDS）等の結果と共に，母親が健診に入って来
た時から【いつもと違う身なり】や，【荷物の整理や準
備状況】を見て，母親と対話する中で，【母親の表情と
発話傾向】，【サポート授受関係】を確認し，【子どもへ
の気持ちの向け方】という手がかりから，母親のメンタ
ルヘルスを探り，支援の必要性を総合的に判断していた．
　これら手がかりは，妊娠期から分娩・産褥期と切れ目
ない支援により，メンタルヘルス支援の必要性の的確な
判断につながるものと思われ，助産師主導の継続ケアの
更なる推進が望まれる．
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Clues obtained at a 2-week postpartum checkup for a midwife to determine the need 
for mental and emotional health support for a first-time parenting mother

Sachiho Ashida１）, Mari Haku２）, and Hiromi Moriuchi３）
１） Master's Course in Practical Midwifery, Graduate School of Health Sciences, Tokushima University, Tokushima, Japan 

(Graduation in 2023.3)
２）Department of Midwifery, Institute of Biomedical Sciences, Tokushima University, Tokushima, Japan
３）Department of Nursing, Tokushima University Hospital, Tokushima, Japan

Abstract　Objective : The aim of this study was to clarify clues obtained at a 2-week postpartum 
checkup for a midwife to determine the need for mental and emotional health support for a first-time 
parenting mother. 
Methods : Qualitative descriptive research with semi-structured one-to-one interviews was conducted for 
13 midwives who conducted 2-week postpartum checkups in Japan. 
Results : The main clues reported by the midwives for determining the need for mental support were （1） 
different clothes than usual worn by the mother, （2） state of packing and preparation by the mother for 
the checkup, （3） mother’s facial expressions and speech tendencies, （4） relationship of support recipients 
and support givers  and （5） feelings shown by the mother for the baby. 
Conclusions : At the 2-week postpartum checkup, midwives assessed the mother’s mental and emotional 
health using the Edinburgh Postnatal Depression Questionnaire （EPDS）. The midwives also took note of 
the mother’s attire and the behavior of the mother when entering the checkup room and they assessed 
the need for mental support through conversation with the mother and observations of the mother’s 
responses to her baby.  The clues revealed in this study should lead to accurate judgment of the need for 
mental health support through having an understanding of the mother by providing continuous support 
from the time of pregnancy until delivery and through the postpartum period. The results of this study 
indicate the importance of continuous care provided by midwives.

Key words： Midwife, The 2-weeks postpartum checkup, Mental Health Support, clues, Quantitative research
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女子看護大学生における子宮頸がん検診未受診理由と
今後の受診意向との関連

福　山　真　依１），藤　澤　結　菜１），坂　本　愛　名２），佐　藤　浩　子３）

竹　林　桂　子３）

１）徳島大学大学院保健科学研究科助産実践コース
２）香川大学医学部附属病院

 ３）徳島大学大学院医歯薬学研究部助産学分野

抄　録　目的：本研究は，女子看護大学生を対象とし，子宮頸がん検診未受診理由と今後の受診意向の
関連を明らかにすることを目的とした．
方法：地方都市にある A大学に在籍している１年生から４年生の女子看護大学生を対象に，2023年９
月から10月にMicrosoft Formsを用いて質問紙調査を実施した．本研究は倫理審査委員会の承認を受
け対象者の同意を得て実施した．
結果：233名を分析対象とした（有効回答率82．3％）．子宮頸がんと検診に関する知識数は１年生より２
年生，３年生，４年生のほうが有意に多かった （p=0．001，p<0．001，p<0．001）．子宮頸がん検診対象
者である20歳以上の学生（n=148）の受診率は18．2％で，３年生以上の学生（n=115）では22．6％であっ
た．子宮頸がん検診受診歴がない者のうち，今後も受診しない群 （n=43，35．5%） は，今後は受診した
い群 （n=78，64．5%） よりも「出血しそうだから」と思う者の割合が有意に高く （p=0．04），「若い自分
には無関係だと思うから」と思う者の割合が有意に高かった （p=0．02）．
結論：子宮頸がん検診の啓発においては，プレコンセプションケアを念頭に，将来の子宮頸がん罹患リ
スクを我が事として捉えられるよう啓発すること，検査時や検査後の出血に関する情報や出血した際の
対処法にも焦点をあてて現行のリーフレット内容を拡充し出血に対する予期不安を和らげることの重
要性が示唆された．また，検診対象者とその母親に対するスマートフォンを活用した継続的な働きかけ
や，多忙な中でも受診しやすい検診提供体制の更なる拡充が必要であると思われる．

　キーワード：子宮頸がん，子宮頸がん検診，プレコンセプションケア

アキ8.4mm

2024年８月19日受付
2025年２月７日受理
問い合わせ先：竹林桂子，〒770 -8503 徳島市蔵本町3丁目18 -
15 徳島大学大学院医歯薬学研究部 助産学分野

Ⅰ．はじめに

　近年，我が国においては年間約１万人が子宮頸がん
に罹患し１），約３千人が死亡している２）．しかし，我
が国の子宮頸がん検診の受診率は国際的に見ても低く，

WHOが2018年に発表した目標値70％３）を大きく下回っ
ており，近年は42～43％と横ばいである４）．さらに，年
齢階級別受診率は35歳から54歳までは50％を超えている
ものの，20～24歳が最も低く，2019年は15．1%，2022年
は17．4%であった５）．
　また，子宮頸がんの年齢調整罹患率は増加傾向にあり，
第４期がん対策推進基本計画では，子宮頸がんの一次予
防としての HPV （human papillomavirus） ワクチン，二
次予防としてのがん検診の推進を対策として挙げ，がん

　原　　著　
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の子宮頸がん検診受診啓発リーフレット17，18）の子宮頸が
んと検診に関する情報の知識獲得状況と，それらの知識
と今後の子宮頸がん検診受診意向や検診未受診理由の関
連を調査した．本研究結果は，プレコンセプションケア
の内容や，今後のがん検診受診率向上の方策を考える上
での一助になると考える．

Ⅱ．方法

１．対象者と調査方法
　地方都市にある A大学に在籍している１年生から４
年生の女子看護大学生283名を対象に，自記式質問紙調
査を実施した．調査には，Microsoft Formsを活用し
た．対象者へは，休み時間などの授業等に支障のない時
間帯に研究者が研究説明文書とオンラインアンケート 
（Forms） の QR コードを配布し，研究の主旨を説明し
て協力を依頼した．A大学看護学専攻では，１年次後期
に解剖生理学 （生殖系），２年次前期に疾病論 （婦人科
系），３年次後期に各分野の臨地実習を履修する．本研
究では，これらをまだ履修していない学年と，すでに履
修している学年の子宮頸がんと検診に関する知識の数を
比較するため，前期終了から後期開始までの間に調査を
実施した．調査期間は2023年９月から10月であった．必
要サンプルサイズは効果量0．3，有意水準0．05，検出力0．9，
自由度２よりカイ２乗検定で141とした．

２．オンラインアンケートの構成
１）基本属性
　基本属性として，学年，年齢，がん検診とワクチン接
種による受診歴を除いた婦人科受診歴，家族・親戚・友
人など身近な人に子宮頸がん検診の結果が要精査であっ
た人もしくは子宮頸がんと診断された人がいるか，喫煙
習慣，子宮頸がん検診受診歴の有無を尋ねた．
２）子宮頸がんと検診に関する知識
　子宮頸がんと検診に関する知識を問う質問は，公的
機関により作成された10代から20代の若者を対象とし
たリーフレット17，18）に掲載されている項目のうち複数の
リーフレットに重複して掲載されている12項目とした．
評定は「よく知っている」「ある程度知っている」を知
識あり，「あまり知らない」「全く知らない」を知識なし
として，リーフレットに掲載されている情報についての
知識数を調べた．これらの12項目について主成分分析を
行ったところ，スクリープロットにおいて一次元性が確

検診受診率60％以上を目標としている６）．子宮頸がんは，
発見と治療開始が遅れることで，治療に伴う妊孕性の低
下や流早産リスクの上昇７）が報告されており，AYA世
代 （Adolescent and Young Adult：思春期・若年成人） 
の課題として，第８次医療計画 （2024） においても，が
ん検診の必要性が喚起されている８）．
　これまで，がん検診推進事業９）として2009年から全国
自治体が一定年齢の女性にがん検診無料券を配布してお
り，20歳を迎える女性も無料券を受け取っているが，受
診率の大幅な向上には結びついていない．アジア人女性
を対象とした調査において，子宮頸がん検診の受診率向
上を目的とした検診費用の公費負担や個別の案内状送
付の効果についてエビデンスギャップがあることがレ
ビューで報告されており，受診率向上には対象集団の
民族性などを考慮した働きかけが必要とされている10，11）．
日本人を対象とした報告では20～25歳の若い世代の女性
において検診無料券は検診への初回参加率を高めるもの
の継続した検診受診には繋がらないこと12），親への情報
提供書を同封することが娘の受診に繋がるがコスト面に
課題があることが報告されている13）．したがって，子宮
頸がん検診の受診率を向上させるには，民族性やコスト
等の課題を念頭に啓発の仕方を再考することが必要であ
る．近年，子宮頸がん検診はプレコンセプションケアと
しての側面からも重要性が再認識されているところであ
り，子宮頸がん検診に関する情報提供を受けた上で検診
を受けないという選択をする者の特徴を捉えることは受
診率向上やプレコンセプションケアの内容を考える上で
も重要である．子宮頸がん検診の受診行動に負の影響を
及ぼす要因としては，井上ら14）は文系女子大学生を対象
とした調査で，がん検診を自治体が実施していることを
知らないこと，産婦人科受診経験がないこと，がん検診
の検査方法を知らないことを報告している．また，長谷
川ら15）は医療福祉系以外の女子大学生を対象とした調査
で，がん検診に関する情報不足，羞恥心，恐れ，受診
のための時間や労力を報告している．しかしながら，子
宮頸がん検診を受けないという選択をする AYA世代の
若者の子宮頸がんや検診に関する知識獲得状況や未受診
理由と今後の受診に対する意向との関連を調査した報告
は少なく，女子看護大学生を対象とした調査で子宮頸が
んに対する知識が多い者ほど受診意識が高いことが報告
されているものの未受診理由との関連は検討されていな 
い16）．
　そこで本研究では，女子看護大学生を対象とし，現行
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認できた．第１主成分の寄与率は47．1％であり，第１主
成分に対する負荷量は0．638から0．749であった．本研究
における信頼度係数 Cronbach’s αは0．90であった．
３）子宮頸がん検診未受診理由
　子宮頸がん検診受診歴がないと回答した者には，子宮
頸がん検診を受診していない理由，今後の検診受診意向
を尋ねた．子宮頸がん検診を受診していない理由の下位
項目は研究者が先行研究14，15，16，19）より11の選択肢を作成し，
「その他」の選択肢を回答した場合には自由記載可能と
した．これらの選択肢は複数回答可とした．

３．データ分析方法
　基本情報は対象者の背景として記述し，質問紙データ
と対象者の属性との関係を統計的に検討した．子宮頸が
んと検診に関する知識 （４段階リッカート法） を問う項
目は主成分分析を行った．子宮頸がんと検診に関する知
識数の学年間および受診意向別間での比較にはKruskal-
Wallisの検定，Mann-Whitneyの U検定と Bonferroni
補正を用いた．学年間での子宮頸がん検診受診率の比較
にはχ2検定を用いた．子宮頸がん検診未受診理由別で
の子宮頸がんと検診に関する知識数の比較にはMann-
Whitneyの U検定を用いた．基本属性の学年間および
受診意向別間での比較，受診意向別間のがん検診未受診
理由の比較にはχ2検定，Fisherの正確確率検定を用い
た．なお，有意水準はp<0．05とした．分析には SPSS 
version 29．0を使用した．

４．倫理的配慮
　調査は匿名で，オンラインアンケートの冒頭に同意確
認欄を設けチェックによって同意の意思を確認してから
質問への回答を開始した．また，本研究への参加の有無
に関わらず対象者が不利益を被ることはないことを説明
した．本研究は，徳島大学病院生命科学・医学系研究倫
理審査委員会の承認 （承認番号：4391），当該施設長の
実施許可を得て実施した．

Ⅲ．結果

　質問紙を配布した283名のうち，237名の回収を得た（回
収率83．7％）．そのうち，回答中断等不備があった４名
を除いた233名を分析の対象とした （有効回答率82．3％）．

１．基本属性
　対象者は18歳から23歳で平均年齢 （SD） は20．1 （1．3） 
歳であった．対象者の基本属性を表１に示す．基本属性
の３項目 （がん検診とワクチン接種による受診歴を除い
た婦人科受診歴，家族・親戚・友人など身近な人に子宮
頸がん検診の結果が要精査であった人もしくは子宮頸が
んと診断された人がいるか，喫煙習慣） は，学年間で有
意差を認めなかった．

２．子宮頸がんと検診に関する知識数の学年間比較
　子宮頸がんと検診に関する知識を問う質問に対する回
答を表２に示す．子宮頸がんと検診に関する知識数は
学年間で有意差を認め （p<0．001），１年生より２年生 
（p=0．001），１年生より３年生 （p<0．001），１年生よ
り４年生 （p<0．001），２年生より４年生 （p=0．005） が
有意に多かった．

３．子宮頸がんと検診に関する知識数の受診意向別比較
　対象者233名のうち子宮頸がん検診対象年齢である20
歳以上の者は148名で子宮頸がん検診の受診率は18．2％
であった．学年別の受診率は２年生3．0%，３年生28．1%， 
４年生15．7%で学年間に有意差を認め （p=0．013），２
年生の受診率は３年生よりも有意に低かった．また，今

表１　対象者の基本属性
N=233

n %
学年

１年生 54 23．2
２年生 64 27．5
３年生 64 27．5
４年生 51 21．9

婦人科受診歴（がん検診と予防接種に
よる受診歴は除く）

あり 94 40．3
なし 139 59．7

家族・親戚・友人など身近な人に子宮
頸がん検診の結果が要精査であった人
もしくは子宮頸がんと診断された人が
いる

はい 20 8．6
いいえ 213 91．4

現在の喫煙習慣
あり 0 0．0
なし 233 100．0

n : number
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後の子宮頸がん検診受診意向の回答別割合には学年間で
有意差を認めなかった．
　子宮頸がん検診の受診意向による比較を行うため，子
宮頸がん検診対象年齢である20歳以上の148名を，検診受 
診歴のある Group A （n=27，18．2%），検診未受診だが
今後は受診したいと回答した Group B （n=78，52．7%），
検診未受診かつ今後も受診しないと回答した Group C 
（n=43，29．1%） の３群に分けた．基本属性の３項目に
ついて比較したところ，がん検診とワクチン接種による
受診を除いた婦人科受診歴のある者の割合には３群間で
有意差があり （p<0．001），Group A （n=23，85．2%） は，
Group B （n=30，38．5%） や，Group C （n=13，30．2%） 
よりも有意に割合が高かった．その他の基本属性 （家
族・親戚・友人など身近な人に子宮頸がん検診の結果が
要精査であった人もしくは子宮頸がんと診断された人が
いるか，喫煙習慣） には３群間で有意差を認めなかった．
子宮頸がんと検診に関する知識数の３群間比較を図１に
示す．Group Cの知識数は Group A及び Group Bより
も有意に少なかった （p=0．001及びp=0．009）．

　基本属性の３項目と子宮頸がんと検診に関する知識数
に学年間で有意差のない３年生と４年生を合わせた115
名についても同様に，検診受診歴のある Group a （n=26，

表２　子宮頸がんと検診に関する知識
N=233

よく
知っている

ある程度
知っている

あまり
知らない

全く
知らない

n % n % n % n %
子宮頸がんの原因の95％以上が HPV（ヒトパピローマ
ウイルス）感染である 74 31．8 93 39．9 44 18．9 22 9．4

HPVは感染しやすく，性交経験を有する人の大半が生
涯一度は HPVに感染する 50 21．5 83 35．6 74 31．8 26 11．2

HPVは性交渉により感染する 111 47．6 87 37．3 27 11．6 8 3．4
子宮頸がんの罹患率は年齢階級別でみると，20歳代か
ら増加し始める 71 30．5 106 45．5 48 20．6 8 3．4

子宮頸がんは初期のうちは自覚症状がないことが多い 81 34．8 89 38．2 54 23．2 9 3．9
日本では年間約11，000人が子宮頸がんに罹患し約 
3，000人が死亡している 21 9．0 52 22．3 126 54．1 34 14．6

一定の年齢の方を対象に，各市区町村から子宮頸がん
検診のおしらせや無料クーポンが配布されている 95 40．8 67 28．8 50 21．5 21 9．0

子宮頸がん検診は各市区町村が指定する検診機関や医
療機関等で受診できる 104 44．6 84 36．1 35 15．0 10 4．3

子宮頸がん検診の診察にかかる時間は数分程度である 46 19．7 52 22．3 99 42．5 36 15．5
一般的に子宮頸がん検診に痛みは少ないといわれてい
る 23 9．9 54 23．2 118 50．6 38 16．3

検査の方法は , 細胞診（子宮頸部を先にブラシのつい
た専用の器具等で擦り細胞を採って異常な細胞がない
かを顕微鏡で調べる）である

47 20．2 60 25．8 92 39．5 34 14．6

ワクチンを接種しても，20歳以降は，２年に１度は子
宮頸がん検診を受けることが推奨されている 69 29．6 66 28．3 74 31．8 24 10．3

n : number

図１　 子宮頸がんと検診に関する知識数の受診意向別比較．Kruskal- 
Wallis の検定（p <0．001）．群間比較Mann-Whitneyの U
検定（Bonferroni補正）
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22．6%），検診未受診だが今後は受診したいと回答した
Group b （n=58，50．4%），検診未受診かつ今後も受診
しないと回答した Group c （n=31，27．0%） の３群に分
け，子宮頸がんと検診に関する知識数を比較した．子宮
頸がんと検診に関する知識数は３群間で有意差を認め 
（p=0．004），Group cの知識数は Group a及び Group 
bよりも有意に少なかった （p=0．004及び p=0．039）．

４．�子宮頸がん検診未受診理由別における知識数と検診
受診意向の比較

　20歳以上で子宮頸がん検診受診歴がない121名につい
て，子宮頸がん検診未受診理由別に子宮頸がんと検診に
関する知識数と今後の検診受診意向を比較した結果を 
表３に示す．未受診理由として「方法 （検診内容） がわ
からないから」，「受診機関がわからないから」を挙げた 

表３　子宮頸がん検診未受診理由別の知識数と今後の検診受診意向の比較
n=121

子宮頸がんと子宮
頸がん検診に関す
る知識数

p値 ａ
Group B （n=78）
検診未受診だが
今後は受診したい

Group C （n=43）
検診未受診かつ
今後も受診しない p値 b，c

中央値 n % n %
方法（検診内容）がわからないから

はい 6．0 <0．001 14 17．9 8 18．6 1．00 b

いいえ 9．0 64 82．1 35 81．4
受診機関がわからないから

はい 7．0 0．043 9 11．5 6 14．0 0．78 b

いいえ 8．5 69 88．5 37 86．0
痛みがありそうだから

はい 8．5 0．756 14 17．9 12 27．9 0．25 b

いいえ 8．0 64 82．1 31 72．1
出血しそうだから

はい 9．0 0．596 0 0．0 3 7．0 0．04 c

いいえ 8．0 78 100．0 40 93．0
検診に対する羞恥心があり，
勇気がいるから

はい 8．0 0．769 24 30．8 11 25．6 0．68 b

いいえ 8．0 54 69．2 32 74．4
多忙で検診を受ける時間がないから

はい 8．0 0．673 29 37．2 14 32．6 0．69 b

いいえ 8．0 49 62．8 29 67．4
HPVワクチン接種を行っているので子宮頸が
ん検診は必要ではないと思うから

はい 10．0 0．467 4 5．1 1 2．3 0．65 c

いいえ 8．0 74 94．9 42 97．7
家族や友人が未受診だから

はい 7．5 0．302 9 11．5 11 25．6 0．07 b

いいえ 8．0 69 88．5 32 74．4
若い自分には無関係だと思うから

はい 6．0 0．096 1 1．3 5 11．6 0．02 c

いいえ 8．0 77 98．7 38 88．4
性交経験がないから

はい 9．0 0．090 14 17．9 12 27．9 0．25 b

いいえ 8．0 64 82．1 31 72．1
a Mann-Whitneyの U検定，b カイ２乗検定，c Fisherの正確確率検定，n : number
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者はそうでない者よりも知識数が有意に低かった  
（p<0．001，p=0．043）．Group Cは，Group Bよりも「出 
血しそうだから」と思う者の割合が有意に高く （p=0．04）， 
「若い自分には無関係だと思うから」と思う者の割合が
有意に高かった （p=0．02）．
　子宮頸がん検診未受診理由で「その他」を選択した者
は６名で，そのうち３名は面倒さ，２名は自治体から検
診の案内が届いていないこと，１名は必要性や制度を知
らないことを理由としていた．

Ⅳ．考察

１．子宮頸がん検診受診率
　本研究対象者の女子看護大学生の子宮頸がん検診受
診率18．2％は，我が国の年齢階級別受診率 （20～24歳） 
17．4%５）と同程度の割合であった．学年別の受診率は２
年生が3．0%と著しく低い値であったが，２年生は子宮
頸がん検診の開始年齢である20歳を迎える年であること，
加えて他府県からの進学者が多いという調査施設の特徴
もあり，市区町村からの検診案内がまだ本人の手元に届
いていないことが理由の１つと考える．２年生を除いた
３年生と４年生の平均受診率は22．6％で年齢階級別受診
率17．4%５）よりも高かった．

２．子宮頸がんと検診に関する知識
　女子看護大学生の子宮頸がんと検診に関する知識数は，
１年生よりも２，３，４年生の方が有意に多く，２年生よ
りも４年生の方が有意に多かった．２年生は解剖生理学 
（生殖系），３・４年生は解剖生理学 （生殖系）と疾病
論 （産科婦人科系） をすでに履修しているため，まだ履
修していない１年生よりも知識数が多かった可能性があ
る．また，４年生は３年次後期に臨地実習を履修してい
ることに加え，調査時期が９月から10月であったため国
家試験や進学を目的とした学修が進んでいると思われる．
田中ら20）は，女子看護学生は非医療系女子大学生よりも
子宮頸がんと子宮頸がん検診に関する知識を有していた
ことを報告しており，本研究対象者の女子看護大学生も
専門教育や自己学修を通して子宮頸がんと検診に関する
知識を獲得し，同年代の一般女性よりも知識を多く有し
ていたことが推察される．
　知識とがん検診受診の関係に関して海外のレビューで
は，子宮頸がんと検診に関する知識がないことが検診受
診を妨げること21），集団教育による乳がん検診の受診率

向上および個別指導による子宮頸がん検診の受診率向上
が報告されている22）．国内でも，20歳代女性の子宮頸が
んおよび検診に対する意識と受診行動に関する文献レ
ビューでは知識不足により不安感情が高まること，知識
獲得で自己効力感が高まること19），特定健診対象の40～
64歳の女性を対象とした調査では知識の有無が受診行
動に関連していることが報告されており23），本調査でも，
検診受診歴のある者や，検診未受診だが今後は受診し
たい者の知識数は，検診未受診かつ今後も受診しない者
より有意に多かった．したがって，本研究は横断調査の
ため因果関係には言及できないものの，３・４年生の平
均検診受診率が全国平均より高いことは知識数の多さが
関連している可能性がある．また，本調査において学年
別の検診受診率が最も高かったのは３年生 （28．1%） で，
全国平均17．4%５）を10ポイント超上回った．本調査対象
者は，子宮頸がんの一次予防である HPV ワクチンの定
期接種24）が再開された2022年４月にキャッチアップ接種
対象当事者として報道や自治体からの案内に接している
世代である．中でも調査時に３年生であった学年のみが
その後に疾病論 （婦人科系） を受講しており，我が事と
して学修を通して知識を得たことが学年の子宮頸がん検
診受診率の高さと関連している可能性が推察される．こ
れらを明らかにするため，今後は若者の知識取得状況と
子宮頸がん検診受診行動について介入研究を行うことで
プレコンセプションケアとしての子宮頸がん検診受診を
若い世代に啓発するための方策を検討する必要がある．

３．�子宮頸がん検診未受診理由と今後の受診意向との関
連

　本調査において，20歳以上の女子看護大学生の81．8％
は子宮頸がん検診未受診であった．しかしながら，未受
診者のうち64．5％は子宮頸がん検診を今後は受診したい
と回答しており，行動変容ステージモデル25）における関
心期・準備期にあった．長谷川ら15）は，受診のために時
間や労力を要することが子宮頸がん検診未受診の要因の
１つであることを報告しており，本調査でも未受診者の
約35％が未受診理由に「多忙」を挙げている．海外の33
件のランダム化比較試験のメタアナリシスでは HPV自
己採取が従来型検診の代替手段として有効であることが
報告されており26），日本においても約3，500人の検診未
受診者を対象とした調査で8．2％が HPV自己採取に応
じており未受診者対策としての有効性が報告されてい
る27）．医師採取と自己採取を比較した研究では HPVで
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は高い一致率を示しているものの細胞診の有所見率は医
師採取と自己採取での不一致が報告されており更なる研
究が必要とされている28）．また，日本人の女子大学生を
対象とした調査では腟内への自己挿入を伴う月経用品で
あるタンポンの使用率は低いため29），クスコ診を伴う子
宮頸がん検診において受診率向上の方策を検討する際に
は対象集団の民族性を考慮することが必要である．
　本調査では未受診理由として「方法 （検診内容） がわ
からない」「受診機関がわからない」を挙げた者はそう
でない者よりも子宮頸がんと検診に関する知識数が有
意に少なかった．受診率向上への取り組みでは，本人
への受診再勧奨のリーフレット郵送30），母親へのリーフ
レット送付31）に効果があったことや ,スマートフォンア
プリによる情報提供支援で検診への関心が高まったこと
が報告されている32）．中でも郵送法で課題となるコスト
面に強みのある ICT （Information and Communication 
Technology），特にスマートフォンは13歳から69歳まで
の年齢階層別保有率がいずれの世代でも９割を超えてお
り33），がん検診受診啓発への活用が望まれる．行動変容
ステージモデルにおける関心期には，具体的な方法や過
程について正しく理解できるよう支援すること，準備期
には適切な目標と方法を決めて行動を計画する援助が有
効である34）ことから，検診受診経験者である母親への啓
発を行うことは，母親から娘への知識の伝達や，母親が
受診機関の選定を担うなどの直接的な支援による行動変
容が期待できる．また，検診車を活用した職場や学校で
の検診など35，36，37），医療者が対象者のもとへ出向いて検
診を行うことの効果が報告されている．したがって，今
後は受診したいという思いを持っていたとしても受診行
動に移行しないケースを想定し，検診対象者とその母親
に対するスマートフォンを活用した継続的な働きかけや，
多忙な中でも受診しやすい検診提供体制の更なる拡充が
必要である．
　さらに，本調査では子宮頸がん検診未受診者のうち
35．5%は，大学での履修を通して学修機会に接したの
ちに，子宮頸がん検診を今後も受診しないと回答してい
た．第４期がん対策推進基本計画６）の目標値である子宮
頸がん検診受診率60％以上を達成するためには，このよ
うに知識提供等の働きかけを受けたのちに受診しないと
いう選択をする若者に対して，今後どのような働きかけ
を行っていくのかを検討することが必要である．本調査
では子宮頸がん検診を今後も受診しないと回答した群は，
今後は受診したいと回答した群よりも子宮頸がん検診を

受けていない理由として「若い自分には無関係だと思う
から」を挙げる者の割合が有意に高かった．子宮頸がん
罹患リスクを我が事として捉えていないことが，これま
でも，そして今後も受診しないという意向に繋がってい
ると考えられる．このような無関心期25）には理解を促し
関心を持ってもらう援助が必要であり，ネガティブな情
報を伝えて脅すことは防衛的態度や反感を強める側面も
あることから，ポジティブな情報を同時に伝える必要性
がある34）．したがって，パンフレットを利用し繰り返し
情報提供を行う30，34）とともに，子宮頸がんに罹患した場
合の自分自身や家族への影響，検診が治療へと繋がった
事例を紹介するなどパンフレットの内容を充実させ関心
を持ってもらう援助が行動変容を促すために必要である．
また，知識提供等の働きかけを受けたのちに受診しない
という選択をする若者の割合を減少させるという視点で
は，知識提供の時期を早めることを検討する必要があ
る．青年期 （13 -19歳） は，身体的には第二次性徴の発現，
心理的には自我が発達し自分で選んだ価値観を信じそれ
に貢献しようする時期であり38，39），プレコンセプション
ケアを念頭に，将来の子宮頸がん罹患リスクを我が事と
して捉えられるよう啓発することが必要である．
　本調査では，子宮頸がん検診を今後も受診しないと回
答した者は，今後は受診したいと回答した者よりも子宮
頸がん検診を受けていない理由として「出血しそうだか
ら」を挙げる者の割合が有意に高かった．一方で「痛み
がありそうだから」を挙げる者の割合に差はなかった．
医療福祉系以外の女子大学生を対象とした先行研究では
子宮頸がん検診を受けない理由として，診察内容が分か
らない，検診が痛い，診察行為が乱暴である可能性に対
する恐れが報告されており15），現行の子宮頸がん検診の
受診啓発リーフレットではそういった予期不安を解消で
きるような情報提供がなされている17，18）．本調査では子
宮頸がん検診を受けていない理由として「出血しそうだ
から」を挙げた者は，今後も受診しないと回答した割合
が高かったが，「出血しそうだから」を挙げた者とそう
でない者の間に，子宮頸がんと検診に関する知識数の差
はなかった．したがって，20歳を迎えての初めての子宮
頸がん検診対象者への情報提供時には，出血に関する具
体的な情報提供，たとえば検査時や検査後の出血に関す
る情報や出血した際の対処法などにも焦点をあてて現行
のリーフレット内容を拡充し，出血に対する予期不安を
和らげることが必要である．
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Ⅴ．研究の限界と課題

　本調査は女子看護大学生を対象としているため，かね
がね医療や健康に対する関心が高い集団であった可能性
がある．また，本調査では子宮頸がん・子宮頸がん検診
に関するリーフレットの知識を問う質問を作成し知識の
数を合計するに留まったが，今後は，子宮頸がんとその
一次予防・二次予防について包括的に捉え知識を測るた
めの尺度開発と更なる調査を通してプレコンセプション
ケアに相当する教育を受けた上で検診を受けないという
選択をする若者の特徴を捉えることが必要である．また，
本調査では未受診理由の自由記載で２名が自治体からの
案内が届いていないことを理由に挙げたが，いずれも21
歳であるため，発送されている案内が本人の手元に届い
ていない可能性がある．総務省は市区町村で行政サービ
スを確実に受けられるようにするため，入学に伴う引越
し等により住所を移した場合には住民票の住所変更の届
出を行うよう推奨しており啓発を行っているが40，41），学
生が住所変更をしていない可能性や，家族が案内を受け
取り本人にはまだ知らせていない可能性が考えられる．
本調査では対象者を行動変容ステージモデル25）に当ては
めて論述したが関心期・準備期の区別はできていないた
め，今後はより詳細なステージ別の介入を検討するため
の調査が必要である．

Ⅵ．結論

　本調査対象者である女子看護大学生の子宮頸がん検診
受診率は18．2％であった．３年生以上の学生の受診率は
22．6％と高く，知識数と受診意向は関連している可能性
が推定された．子宮頸がん検診の啓発においては，プレ
コンセプションケアを念頭に，将来の子宮頸がん罹患リ
スクを我が事として捉えられるよう啓発すること，検
査時や検査後の出血に関する情報や出血した際の対処法
にも焦点をあてて現行のリーフレット内容を拡充し出血
に対する予期不安を和らげることの重要性が示唆された．
また，検診対象者とその母親に対するスマートフォンを
活用した継続的な働きかけや，多忙な中でも受診しやす
い検診提供体制の更なる拡充が必要であると思われる．
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Relationship between reasons for not undergoing cervical cancer screening and the 
intention to undergo screening in the future among nursing university students in 

Japan

Mai Fukuyama１）, Yuna Fujisawa１）, Aina Sakamoto２）, Hiroko Sato３）, and Keiko Takebayashi３）
１） Master's Course in Practical Midwifery, Graduate School of Health Sciences, Tokushima University, Tokushima, Japan
２）Department of Nursing, Kagawa University Hospital, Kagawa, Japan
３）Department of Midwifery, Institute of Biomedical Sciences, Tokushima University, Tokushima, Japan

Abstract　Objective : The aim of this study was to clarify the relationship between reasons for not 
undergoing cervical cancer screening and the intention to undergo screening in the future among female 
nursing university students.
Methods : A questionnaire survey was conducted for female nursing students enrolled at a university in 
Japan. The survey was conducted using Microsoft Forms in September and October in 2023. This study 
was approved by the Ethics Committee of Tokushima University Hospital.
Results : Data from 233 students were analyzed. Knowledge regarding cervical cancer and screening was 
significantly higher among 2nd, 3rd, and 4th-year students compared with 1st-year students （p = 0.001, 
p < 0.001, and p < 0.001, respectively）. Among the 233 students, 148 were aged 20 years or older, and of 
these, 18.2% had a history of cervical cancer screening. The screening rate was 22.6% among students 
in the 3rd year and above. Among students without a history of screening, those who did not intend 
to undergo screening in the future had significantly higher ‘concerned about bleeding’ （p = 0.04） and 
‘it does not concern me as a young person’ （p = 0.02） responses than those who intended to undergo 
screening in the future.
Conclusions : To promote cervical cancer screening, it is important to raise awareness with a focus on 
preconception care, enabling individuals to recognize their future risk of cervical cancer. Furthermore, 
expanding the content of current informational leaflets to include more details about bleeding and its 
management could help alleviate concerns. Continuous outreach through smartphones targeting both 
young women and their mothers, as well as further improvements to the screening provision system to 
improve accessibility, are necessary to ensure greater participation.

Key words：cervical cancer, cervical cancer screening, preconception care
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